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第67回東北・北海道地区大学等高等・共通教育研究会参加報告
森　本　幸　子
佐　俣　紀　仁
木　戸　紗　織
１．研究会の概要
日　時：平成29年８月24日（木）・25日（金）
会　場：東北大学川内北キャンパス
参加者：森本幸子・佐俣紀仁・木戸紗織
内　容：
全体テーマ「21世紀における高等教育のイノベーションを求めて」
全体会Ⅰ　基調講演「教養教育の危機−アメリカ・欧州・日本−」 
（講師　東北大学高度教養教育・学生支援機構教授
羽田　貴史）
分 科 会　第１分科会「教育プログラム構築への組織的取組」
第２分科会「外国語教育／グローバル教育の新展開」
第３分科会「授業開発・学習支援の新たな取組と可能性」
全体会Ⅱ　事例報告「山口大学における高等教育改革の現状と課題
−共通教育カリキュラム改革、学修成果の可視
化、アクティブラーニング等−」
（講師　山口大学大学教育センター副センター長
小川　　勤）
２．報告事項
（１）研修会参加者は123名だった。
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［報告］
（２）分科会は、第１分科会に森本幸子、第２分科会に木戸紗織、第３分
科会に佐俣紀仁がそれぞれ参加した。
３．参加報告
（１）全体会Ⅰ　基調講演
基調講演では、教養教育の危機を招いた現代社会の現状と、それに対す
るアメリカ、ヨーロッパそして日本の対応について、東北大学高度教養教
育・学生支援機構羽田貴史氏より話題提供が行われた。
現代社会が直面しているのは一つの国家によって解決できる課題ではな
い。移民の増加、地球規模の環境問題、世界的な経済格差の拡大に代表さ
れるように、その解決のために国家を超えた連携が必要であり、それらを
解決するために、よき市民を育てなければならない。しかし、よき市民を
育てるための教養教育は1990年代頃より衰退化の危機に直面している。そ
の原因としては、学生の知的欲求が衰退したことはもちろん、高等教育が
労働市場と直結して、大学での教育が職業教育に偏るなど大学での教育が
経済的成功をもたらすためのシステムに組み込まれたことも原因として挙
げられるとのことであった。
教養教育に関わる各国の状況についてはまず、アメリカでは、教養教育
の縮小と職業教育への傾斜に対して危機感が強まっていることが指摘され
ていた。特にアメリカの現政権は人文学への圧力を一段と強めており、ア
メリカの市民社会を支えてきた多様性とリベラルデモクラシーの存在にま
で危機が及んでいると考えられている。ヨーロッパでは、EU統合後に経
済危機や移民問題など様々な超国家的な危機が顕在化し、解決のために国
家を超えた市民の育成が急務とされているが、未だに達成されていないこ
とが報告された。アメリカとヨーロッパでは共に教養教育が衰退化してい
ることに対してある一定の危機感が共有されている。
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一方、日本の教養教育の現状はどうであろうか。日本では、教養教育も
職業教育も失敗しつつあるという批判もなされるほど、高等教育の現場は
その方向性を失っているのが現状であることが指摘されている。アメリカ
では、「伝統的な教養教育」から転換して「実践的・職業的能力育成の教
育」が重視されるようになったが、日本では、「実践的・職業的能力育成
の教育」が重視されるようになったというよりも、むしろ、GPA、コー
ス・ナンバリング、学期性、３つのポリシーなど外形的な施策を各種の教
育プログラムの条件に強制することが大学教育改革の重要な要素となって
いる。つまり、どのような市民を育てるのか、そもそも市民力とは何か、
市民力を育てるための教養教育では何を教えるべきなのかといった議論さ
え置き去りにされていることに、誰も疑問を持たず、教養教育が衰退して
いくことへの危機感を持っていない日本の現状は、アメリカやヨーロッパ
のそれに比べてはるかに深刻であると考えられることが指摘されていた。
これらの講演を受け、質疑応答では、では何を教養教育と考えるべきな
のかといった質問や、日本の多くの大学では教養教育が１年次に配当され
る科目となっているが、配当年次は妥当であるか、教養教育を経て専門教
育を学ぶのではなく、専門教育の後に教養教育を行う方がより深い学びに
つながるのではないかといった意見が出された。
＜検討＞
基調講演では、日本における教養教育の衰退化について話題提供があっ
た。筆者の所属する私立の医学部・薬学部のみの大学も他の大学と同様に、
教養教育とは何か、教養教育によってどのような社会人を育てるのか、教
養教育では何を教えるのか、いつ教えるのかについて議論を尽くすことの
ないままに専門教育への導入といった位置づけとして教養教育が低学年に
配置されている。世界情勢が緊迫するなかで、人種や国籍を問わず協力し
て解決すべき問題が山積する近年、様々な人と協力して課題を解決するこ
− 103 −
第67回東北・北海道地区大学等高等・共通教育研究会参加報告
とができる社会人を育てるためには、教養教育の持つ意義を学生に伝える
ことや、学生にとって必要な時期に必要な教養教育科目を学修することが
できるような仕組みも検討する必要があるかもしれない。
（２）分科会
第１分科会
第１分科会のテーマは「教育プログラム構築への組織的取り組み」であ
り、分科会の趣旨説明の後に、４大学から全部で６つの報告が行われた。
まず浅川満彦氏（酪農学園大学）から「獣医学等のコア・カリキュラム
に準拠した教育展開の現状と課題」と題した報告が行われた。今年度より、
獣医学部・獣医学科を擁する大学では、学部終了時に獣医学の基本的な内
容を把握するための共用試験を実施し、これに合格した者のみが５年ある
いは６年で行う生体を用いた臨床実習を受講できるシステムが導入され
た。これに伴い、獣医学群はもとより、共用試験のない学類（例えば、食
品健康栄養学類）などにも同じようなコア・カリキュラムを導入した試み
の効果と課題についての報告があった。
続いて江本理恵氏（岩手大学）から「教学 IR情報を活用した学習支援の
試み」と題した報告が行われた。大学での学習支援の重要性が増す中で、
学生の成績や学生調査等を対象とした教学 IRを推進し、それらより得られ
るデータを活用した学習支援を進めているとのことであった。現在分析途
中とのことであったが、入試区分と入学後の成績との間には相関がみられ
なかったことなどが示された。
話題提供の３人目は川面きよ氏（東北大学）で、「東北大学における教
育・学習活動に関する IRの取組：『教育と学習成果に関する調査』とその
結果の組織的な活用を目指して」と題した報告であった。東北大学におい
て教育・学習活動にかかわる IRを担当している教育評価分析センターによ
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る2017年に実施した調査結果の概要とそれらを関連部署にどのようにフィ
ードバックしているのかについて英語教育の事例の紹介があった。
小田隆治（山形大学）氏は「山形大学の地域と連携した現地体験宿泊型
授業（フィールド・ラーニング）の十年の歩み」について報告した。この
現地体験宿泊型授業は、平成17年に山形県北部の新庄市を中心とした８市
町村の首長と山形大学学長との間で結ばれた包括的協力協定に基づいて誕
生した「エリアキャンパスもがみ」の一環として実施された地域住民と山
形大学の学生との地域交流事業がもとになっている。平成 18年度からは
「フィールドワーク：共生の森もがみ」として正規の授業として組み込ま
れ、前後期に１回ずつ実施しているとのことであった。各市町村が提供す
る土日を使った体験学習に参加することにより、学生にとっては大学での
学びが地域でどのように生かせるのかを真剣に考える機会となり、学生を
迎える地域では、学生の瑞々しいアイデアが商売につながることなどが実
感されているなどの事例が報告された。
続いて、「『震災復興に関する学修』を軸とした地域連携教育」と題して、
冨永陽子氏（岩手大学）から報告が行われた。岩手大学では、教養教育と
専門教育において地域志向科目を体系的に配置しているが、それらの一環
として教養教育では１年次前期に「震災復興に関する学修」の履修が義務
付けられているとのことであった。この授業では、１年前期に沿岸被災地
域等へ赴き、現地を見て、現地の方々を講師としてお話を聞くことで、震
災から６年以上が経過した現時点での諸課題と課題解決に向けた方策を検
討し、復興の先を見据えた地域創生の在り方を考え、被災地のみならず広
く地域の振興を考える基盤を養うことを目的に行われている。履修後の学
生のアンケートのテキストマイニング分析からは、平成26年度は「思う」
と「被災」が結びついていたが、平成27年は「思う」と「復興」が、平成
28年度は「思う」と「震災」「考える」が結びついており、沿岸被災地の
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復興などに合わせて学生の学びや理解も変化している様子が示された。
最後の報告者は押谷一氏（酪農学園大学）で、報告題目は「複数大学図
書館の連携によるラーニング・コモンズの可能性」であった。現在大学を
取り巻く状況は変化し、各大学にはそれぞれに特色のある教育や研究が求
められていると言える。しかし、地球規模の問題を解決していくためには、
各大学が有する専門的な知識だけではなく、かつての教養教育のような幅
広い知識を獲得することも必要とされる。これに対して、多くの大学では、
財務的な理由もあり、十分な教員を配置できず、また知的資源の供給は十
分とは言えない状況にある。そこで、北海道江別市にある酪農学園大学を
含めた４大学１短期大学のそれぞれに特色のある教育・研究をいわゆるラ
ーニング・コモンズとして連携させるための一つの形態として、各大学の
図書館を連携させるプロジェクトについて報告があった。
以上のように、第１分科会では、全部で６つの研究が報告された。その
内容については、共用試験がない学科に対しても共用試験を導入した事例
の紹介、IRを用いた学習支援の事例、地域と共同で開発したフィールド・
ラーニングについて、複数の大学の連携によるラーニング・コモンズの事
例など、多岐にわたる内容であった。いずれの報告にも共通するのは、そ
れぞれの大学によって報告された教育プログラムはまだ試験的段階であ
り、データの積み上げにより、その教育効果やそれらが抱えている課題の
解決に今後取り組んでいく必要があるということであった。
＜検討＞
第１分科会における話題提供の中でも特に、小田氏（山形大学）の報告
は、筆者の属する大学においても参考になることが多いと感じられた。大
学から地域に出向き学びを深めるという授業形式はすでに多くの大学で展
開されているが、いずれも既存のプログラムや NPO法人などのサービスに
頼ったものとなっている。筆者の所属する大学の場合も、フィールドワー
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クでは既存のサービスを活用したものが多いように感じる。この場合は、
地域が学生に学びの場を提供するという一方向の構造になっていることが
多い。しかし、山形大学の「フィールドワーク：共生の森もがみ（以下、FW）」
では、地域の方が独自にプログラムを企画立案することになっている。し
かも、大学からの経済的援助は一切なくすべて寄付授業となる。また、プ
ログラムには地元の子供の参加も含まれるため、地域が学びの場を大学に
提供するという単純な構造ではない。プログラムを提供する地域には、人
材の育成・活用や子供を含めた人的交流の場が創生されることになる。つ
まり双方にとって能動的な学びのプログラムとなっている。FWを通して、
学生は地域に出向き、実社会に根差した学びを深めることができる。そし
て学生を受け入れる地域も地域活性化の機会を得ることができる。このよ
うに双方にとって貴重な経験となる FWのような授業こそ、地域創生を見
据えた人材育成のためにも大学教育に取り入れる必要があるのではないだ
ろうか。
第２分科会
第２分科会では、「外国語教育／グローバル教育の新展開」というテー
マで６つの話題提供があった。
まず、ダグラス・グローグ氏（山形大学）による「山形大学のグローバ
ル・スタディーズコースについて」では、山形大学が文部科学省の財政援
助を基に開始した留学促進プログラムが紹介された。本プログラムの一つ
であるグローバル・スタディーズコースでは、２〜４年次の３年間に行わ
れる海外留学とその前後の学習によって、基礎的な語学運用能力、異なる
文化や社会に関する知識と理解、それらに基づいた課題発見・問題解決能
力の獲得を目指す。定員は20名だが、留学までに挫折する学生が少なから
ずいるため、昼食会や交流会、合宿などを通じて留学生と交流する機会を
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増やしたり英語を話す環境を作ったりして、モチベーションの維持に努め
ているとのことであった。大学の支援体制がいかに整っていようとも、派
遣先の受け入れ基準を満たす高度な語学力を身に着け、一定期間国外の大
学で学ぶことは学生にとって容易なことではなく、とりわけ３年間という
長期にわたって目標に対するモチベーションを維持し計画的に学習を進め
ることは、語学力だけでなく学生の自主性の向上にもつながるだろう。
続くバリー・カヴァナー氏（東北大学）の報告「内容言語統一型学習を
通じた国際的コラボレーション：東北大学で行う留学生・日本人学生の空
手と文化合同授業について」でも、日本人学生と留学生の相互学習に関す
る事例が報告された。報告者は、留学生の日本文化に関する学習と日本人
学生の英語力の向上を目的に、英語で空手を教えるというユニークな授業
を行っている。留学生と日本人学生が協力し、ディスカッション、プレゼ
ンテーション、基本的な空手の技の練習を行うことで、日本文化と英語を
同時に学習することを目指している。このような、学習内容と言語を同時
に学ぶという授業スタイルは「内容言語統一型学習（Content and Language
Integrated Learning: CLIL）と呼ばれ、外国語学習の分野で近年注目されて
いる手法の一つである。日本文化を学びたい英語話者と、英語を学びたい
日本語話者が協同して学習することは、双方にとって大きな効果が期待さ
れる。しかし、彼らが自発的に取り組む環境が整っていなければすべて形
式的な作業になってしまうことから、授業の成否はこの点をいかに工夫す
るかにかかっている。報告者は、空手の練習という運動を伴うアクティビ
ティを取り入れることで、学習者間の自然な会話を引き出し、円滑なコミ
ュニケーションを促進しているようであった。また、異文化理解とは、す
なわちそこで暮らす「人」の理解であるということを、留学生、日本人学
生双方が認識する場となっていることにも注目すべきだろう。
第３の報告、水松巴奈氏（東北大学）による「大学入学前のギャップタ
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ームを生かした『海外研修』の効果とその可能性　−参加者の大学入学後
の学生生活へのモチベーションに焦点を当てて−」では、AO入試、推薦
入試の合格者を対象とした入学前教育の一例が紹介された。入試の多様化
に伴って学生の様々な能力が評価されるようになった一方で、肝心の学力
が低下しているという指摘がある。とりわけ、AO入試や推薦入試ではこ
の傾向が一段と強く、その対策として入学前に、学力の底上げと入学準備
を目的としたリメディアル教育を行う大学が増えている。これに対し、東
北大学では、入学後の大学生活までを視野に入れて入学前海外研修を行っ
ているという。これは、AO入試や推薦入試で一足早く合格が決まった入
学予定者を対象に、アメリカの協定校にて２週間の研修を行うというもの
で、入学後の学習に対する動機づけや高大接続の試みなど多くの効果が期
待されている。この研修制度は開始されたばかりであるため、今後参加者
の追跡調査を行うなどして成果の検証が待たれるが、報告では他の参加者
から非常に多くの刺激を受けたという学生の感想が紹介され、狙い通り入
学後の学習に対する動機付けが成功している様子がうかがえる。
休憩をはさんで４つ目の報告が行われた。三宅禎子氏（岩手県立大学）
による「短期・長期留学指導と連携した第二外国語教育の実践と課題」は、
留学を見据えた第二外国語教育の試みに関する報告であった。報告者はス
ペイン語の教員で、スピーキングの練習に重点を置くことで学習者に自信
を持たせ、短期・長期の留学に結び付けるという教育を行っているという。
授業に母語話者 TAを配置して会話練習を重点的に行うほか、ネイティヴ
の教員と協力して課外指導を行うことで、海外に対する興味を持たせ、留
学に結び付けているとのことであった。留学を重視する背景には、現地で
語学を身に着けたという報告者自身の経験がある。したがって、これから
の語学教育は留学を前提に考えるべきであり、留学や検定試験合格を目指
す学生のために授業外の指導を充実させるべきであると締めくくられた。
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具体的な目標を提示して長期的な学習計画を持たせることは、学生のモチ
ベーション向上に効果的である一方、ややもすると現地へ行けば必ず成果
が挙がると錯覚させかねない。そのような懸念はあるが、留学という外国
語の実践の場を提供しようとする報告者の試みは、学生だけでなく、国際
化やグローバル人材の育成を掲げる今日の大学にとっても新たな挑戦であ
ろう。
第５の報告、マーシャル・スミス氏（帯広畜産大学）の「Experience
from using Content and Language Integrates Learning (CLIL) in the classroom」
は、第２報告と同じく CLILに関するものであった。本報告の場合は、英
語で書かれた聖書を通して西洋の文化・社会・歴史などを学ぶことを目的
としている。ヨーロッパおよびアメリカではキリスト教が社会形成の基本
であったことから、その影響は様々なところに現れている。報告者は、バ
ッハやヘンデルらによる宗教音楽、ダ・ヴィンチやミケランジェロによる
宗教画、さらにはガリレオやケプラーといった科学の歴史に現れる聖書の
モチーフや影響をつなげることで、英語の学習と同時にその言語を用いる
人々の思想や生活を浮き彫りにする。キリスト教の観点では進化論はいま
だに議論すべきテーマであり、アメリカ大統領の就任式では聖書に手を置
いて宣誓することが習わしとなっているなど、聖書あるいはキリスト教の
影響は現代社会のそこここに見られる。受講生は、英語という言語ととも
に、その話者を取り巻く環境をも学ぶことを期待されているのである。本
報告でもまた、CLILによる学習が「人」の理解につながっていることが確
認された。
最後の報告は、趙秀敏氏（東北大学）による「大学初修中国語教育のた
めのブレンディッドラーニングの開発と実践　−パソコン利用の e ラーニ
ングからスマートフォン利用へ—」であった。ブレンディッドラーニング
とは、たとえば教室での対面授業と自宅での eラーニングのように異なる
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学習メディアを組み合わせて学習することである。二つの学習メディアを
組み合わせることで、柔軟な指導、コミュニケーションの重視といった対
面授業の利点と、インタラクティブ性、学習管理機能といった eラーニン
グの利点双方を生かした効果的な学習が期待できるとされる。報告者は、
自身が担当する中国語の授業にこの方法を導入し、自らの授業プランに即
した独自の e ラーニング教材を開発した。この教材は学生用と教員用の２
部からなり、学生用には対面授業のためのテキストと音声、および授業後
の復習用教材として web教材やオンライン上の練習問題が用意されている。
それに対し、教員用には、対面授業のためのテキストと音声 CD、そして
学生が e ラーニング教材を利用して自ら学習してきたことを確認するため
のテストや応用問題が用意されている。したがって、本教材は①教室での
対面授業（新しい学び）、② eラーニング教材による自己学習（復習）、③
次回授業での確認・展開（応用）という３段階で構成されている。ただし、
パソコン利用を前提とした eラーニングでは、利用環境が制限され、十分
にその機能を果たせていないとして、スマートフォンを利用した新たな学
習形態を提案している点が本教材の特徴である。報告では、スマートフォ
ンを用いた聞き取り練習のほか、単語クイズや単語の並び替えゲームなど
が紹介され、開発者の意図として、正答率を表示して学習者に刺激とフィ
ードバックを与え学習に対する動機を高めていること、学生の正答率や誤
答の傾向をビッグデータとして活用できることなどが説明された。スマー
トフォンを利用することは、従来以上に時間と場所の制約を排し、また楽
しさ手軽さを感じさせて、学習のハードルを下げる効果が期待できる。さ
らに、学生がどのような間違いをし、どこで躓くのかという傾向をつかむ
ことで、教員としてもその都度学生の理解度に合わせた授業設計ができる。
スマートフォン用アプリを併用する学習教材はすでにいくつか存在し、筆
者も教科書として使用したことがあるが、学生の側で完結し学習結果が教
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員へ開示されるシステムはなかった。その点で報告者が開発した教材は実
に先進的である。今後、蓄積されたデータの活用が期待される。
＜検討＞
「外国語教育／グローバル教育の新展開」をテーマとする第２分科会で
は、まさに従来の語学教育から一歩踏み込んだ試みの数々が紹介された。
いずれの報告にも共通しているのは、社会や人との接点を増やしたり、授
業外の学習環境を整備したりすることで、言語の習得以上の効果を引き出
そうとしていることである。なかでも、第４報告や第６報告にあるような
自主的な学習を促す試みは、外国語教育だけでなく、大学での学習全般に
とって有効だろう。本学の卒業生は様々な形で医療に携わると考えられ、
卒業後も医療現場で日々学び続けることが求められる。自主的に学習する
習慣を身に着けることは、生涯を通して学生の成長に資するだろう。
６つの報告の内２つが CLILの実践例であったことも興味深い。言語と
ともに特定の学習テーマを学ぶというこの手法は、たとえば英語の学習の
ために数学の授業を英語で行うといったようなイマージョン教育とは違
い、言語の習得とテーマの理解が同程度に重視されている点が特徴である。
外国語教育は専門教育ともまた他の教養科目とも乖離しがちだが、本学で
あれば医学、薬学のテーマを扱うことで、学生の専門と連携した教育が可
能になるのではないだろうか。両報告共に既習言語である英語を使用した
例ではあったが、新修外国語でもこういった工夫ができないか今後検討し
ていきたい。
第３分科会
「授業開発・学習支援の新たな取組と可能性」と題された第３分科会では、
５つの話題提供をもとにフロアでの議論が行われた。
第１報告者である大和田秀一氏（酪農学園大学）の「協同学習を取り入
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れた教養化学の授業展開（３）」は、基礎学力および学習意欲において多
様性に富むクラスにおいて以下の仕組みを導入する取組みを紹介した。取
組みの具体的な内容は、教養教育課程の化学科目に（１）加点による予習
へのインセンティブ付与と正しい予習への誘導、（２）振り返りシートの
自由記述を下にした授業通信の発行、（３）授業の最後に教室全体で疑問
や気づきを共有する時間を設ける、といったものである。
第２報告の斉藤準氏（帯広畜産大学）「物理学の大人数講義型授業にお
けるアクティブラーニングとその評価、検証」では、予習・復習の他に、
授業の大部分はグループによる演習と、グループ内における発表を中心と
する授業実践が紹介された。ここでは、グループメンバーそれぞれが異な
る課題に取組み、その結果をグループ内で共有するといういわゆるジグソ
ー法に類似するグループワークが一定の成果をもたらしたことが示され
た。
第３報告の田中三栄子氏（北海道科学大学）「健康科学の授業における
実践的取組みとその成果」は、総合大学における健康と運動に関する科目
の紹介であった。この報告では、ウォーキングの実践や体組成測定を通じ
た、「学生の健康的なライフスタイルの理解と実践」を目指す試みが議論
された。
第４報告の鈴木学氏（福島大学）「学際融合教育科目としての教養教育
実践開発−学習動機の自覚化促進と学問観の形成に向けて−」では、総合
科目で近年盛んに導入される学際融合科目の実践例について報告がなされ
た。具体的には、福島大学の全学開講の総合科目「大学生のための現代社
会」を例に、（１）全15回の授業を３テーマに分割し、かつ、①テーマに
３つの要素を組み込み「サンドイッチ（三度一致）」型のカリキュラム構
成、②30人程度のグループワークに適した教室の活用、③学生の正規な以
外における学習状況を把握しながらの授業設計が紹介された。
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第５報告の足立佳菜氏（東北大学）「授業開発・学習支援の新たな取組
と可能性」では、学生の学習を支援するいわゆる「チューター」同士のリ
フレクション（ピア・リフレクション）を通じて、チューター学生を育成
する方法の構築が議論された。この際の検討素材は、東北大学学習支援セ
ンターにおけるチューター育成の実践例であり、学部３年生から博士後期
課程学生がチューターとして、ピアリフレクションを実践した実例が示さ
れた。
＜検討＞
本分科会では、教養科目における授業開発や学習支援の実例が紹介され
た。いずれも、大学の規模、特色（理系の単科大学か、総合大学か等）や
授業の規模や位置づけ（少人数か、大人数か、授業外学習か等）は異なる
ものの、各教員の意欲的かつ独創的な取組みが示されていたのが印象的で
あった。その中でも、第１報告および第２報告は、100人規模の大講義室
で行う化学、物理学の授業を扱うものであり、同様の形態を採る本学の教
養教育に対しても示唆的であった。大講義室の授業はとかく一方通行にな
りがちだが、第１報告で紹介されたような、授業通信の発行や授業全体で
の振り返りの時間を用意することは、学生に対する適時的なフィードバッ
クに関する一つの方法として大変興味深いものであった。また、第２報告
で論じられたグループワークを活用したアクティブ・ラーニングも、大講
義室での授業を活性化させ、自発的な学習を促進する上で効果的であり得
る。他方、留意点としては、このグループワークは物理学の演習問題を教
材としていることがある。筆者が担当する社会科学系の科目のような複数
の正解がありうる学問領域について、こうしたグループワークを導入する
上では、問いおよびグループ内での役割分担を教員の側で適切に設定でき
るかが成否を分けるだろう。こうした点に注意しながら、本学でも授業開
発の新たな取組みを徐々に広げていきたい。
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（３）全体会Ⅱ　事例報告
二日目に行われた全体会Ⅱの小川勤氏（山口大学）「山口大学における
高等教育改革の現状と課題−共通教育カリキュラム改革、学習成果の可視
化、アクティブ・ラーニング等」では、平成16年度以降山口大学が取り組
んだ全学的な高等教育改革の成果および課題について事例報告が行われ
た。取り上げられた話題は多岐にわたるが、主要なものとして、①ディプ
ロマ・ポリシー、カリキュラム・マップ等の先駆的な導入、②成績分布シ
ステムの全教員公開性、③共通教育カリキュラム改革、④アクティブ・ラ
ーニングの組織的推進とその学習成果の可視化が挙げられる。以下では、
筆者が所属する医療系大学の教養教育にも関係しうる、③共通教育カリキ
ュラム改革について若干詳細に述べることとしたい。
山口大学において平成25年度から共通教育カリキュラム改革が行われて
きた。ここでは、従来専攻分野毎に異なっていた共通教育の修得単位数を
見直し、全ての学生が同じ学習到達目標による30単位を共通教育科目とし
て履修する（報告中では「定食型」共通教育カリキュラムと呼ばれていた）
形式が採用された。この改革の要点は次の５つである。第一に、授業はク
ォータ性（週１授業時間、８回で１単位）で実施する。第二に、年度毎に
特定のコマ数の共通教育を全学部に割り当てる（従来は、教員全員が共通
教育を担当するという「全教員出動体制」であり、開講科目数も膨大にな
っていた）。第三に、外国語教育は英語のみを必修とする（第二外国語は、
専門教育でのみ対応）。第４に、異文化・多文化理解の基盤として、地域
を知る科目「山口と世界」を新設し、アクティブ・ラーニングを実施する。
第５に、キャリア教育科目を、初年次のみならず、高年次でも必修とする。
このような共有教育カリキュラム改革の成果として、報告では以下３点
が指摘された。
まず、共通教育の「定食化」により、全ての教員が、学生に対して提供
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される共通教育の内容を理解できるようになった、すなわち共通教育の内
容が可視化されたということである。これにより、共通教育から専門教育
への接続を含め、一貫した学士課程カリキュラムが構築しやすくなったと
のことであった。
次に、クォータ制の導入に伴ってレポートや課題提出の機会が増え、授
業外学習時間がカリキュラム改革前よりも増加する傾向が指摘された。
さらに、初年次教育においてアクティブ・ラーニング科目を必修とした
ことで、学生の自主的・自立的な学習活動が推進されるようになった。ま
た、キャリア教育も年次をまたいで導入することで、学生の自己成長に合
わせて逐次キャリア意識を向上させることができる。
他方で、こうしたカリキュラム改革の課題にも言及がなされた。その一
部を紹介すれば、①クォータ制（８回）の授業では十分な教育が難しい、
②英語に特化し、他の言語を排除した教育の問題点（英語教育中心の「専
門学校的な大学」か？）、③「定食化」したが故に、学生の自由な選択を
阻害し、学習意欲を低下させている、④さらに「定食化」したが故に、新
入生に学ばせるべき新たな教育内容が生じた場合に対応が困難である等が
ある。
＜検討＞
山口大学が抱える課題は、医療系大学の教養科目の現状についても示唆
的である。筆者が所属する大学では、教養科目の選択の余地は事実上ほぼ
ない。進級・卒業のためには予め設定された科目を、学生は、各自の関心
とは無関係に全て履修するしかない。つまり、教養科目は既にたった一つ
のメニューに「定食化」されている。この結果、教養科目において、学生
のニーズ・関心と教育内容のミスマッチが、学習意欲の低下あるいは授業
への主体的な参加の欠如という結果がしばしば顕在化することになる。も
ちろん、こうした制度にせざるを得ない各大学の事情（カリキュラム上の
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制約等）もあろう。だが、幅広い選択肢を提供することが困難であるので
あれば、現実的な対応として、「定食」の内容を逐次改善することを考え
る必要がある。つまり、選択の余地なく半ば強制する科目の内容が果たし
て全員が履修する科目として適切なのか。これが常に問われなければ、各
教員の授業改善への努力があろうとも、学生の主体的な学習態度を引き出
し、効果的な教養教育を実現することは困難であろう。
さらに、社会のニーズの変化および学生の多様性に伴い、「定食化」し
たカリキュラムにおいて、学習内容の柔軟性をいかに確保するのかも課題
になる。本学では、各教員が持つ個別分野に加えて、文章作成、コミュニ
ケーション能力等のジェネリックスキルに関する科目が開講されている。
しかし、その内容は時代の変化に流動的に対応できるのだろうか。科目選
択の余地がないのであれば尚更、内容を適時的に柔軟に変更できるような
科目を用意することが求められよう。
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